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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第162期
第３四半期
連結累計期間

第163期
第３四半期
連結累計期間

第162期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （百万円） 21,893 24,254 30,768

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △513 1,992 145

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期（当期）純損失（△）

（百万円） △1,478 1,458 △1,152

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,106 1,795 766

純資産額 （百万円） 11,395 17,105 15,313

総資産額 （百万円） 41,383 42,318 40,658

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期（当期）純損失

（△）

（円） △147.56 144.04 △114.84

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 19.0 30.9 28.3

 

回次
第162期
第３四半期
連結会計期間

第163期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 19.49 61.95

 
　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 第162期第３四半期連結累計期間及び第162期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につ

いては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 第163期第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

４ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動について、「セキュリティメディア事業」セグメントにおいて、連結子会社で

あった日本カード株式会社は、当社及び当社の連結子会社が保有する同社の全株式を売却したことに伴い、第１四半

期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以

下「収益認識会計基準」という。）等を適用しております。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項(会計方針の変更)」に記載のとおりでありま

す。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　　①経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間は、前連結会計年度後半に回復した半導体関連事業が引き続き好調を維持し、ト

ナー事業においても堅調な受注が継続する中で、特に第３四半期連結会計期間に入ってからの円安も追い風にな

りました。売上高は24,254百万円と前年同期と比べ2,361百万円の増収（前年同期比10.8％増）となりました。

　なお、収益認識会計基準等を適用したことによる影響は1,366百万円であり、従来の基準による売上高は

25,620百万円と前年同期比では3,727百万円の増収（前年同期比17.0％増）となりました。

　利益面では、第２四半期連結累計期間の好調を支えた一過性のスマートフォン向け光学フィルム案件は減少し

たものの、半導体関連事業やトナー事業において引き続き利益を確保したほか、各種需要の増加変動に伴う生産

対応を、多能工化や柔軟な人員配置で対応したことによるコストダウン効果がありました。これに加えて、これ

まで実施してきた構造改革や更なる原価低減活動の効果も加わり、営業利益は1,641百万円（前年同期は681百万

円の損失）となりました。なお、収益認識会計基準等を適用したことにより、営業利益は10百万円減少しており

ます。経常利益は、営業利益の改善にディスプレイ向けフィルム加工事業の好調が続く持分法適用関連会社の利

益の計上が加わり、1,992百万円（前年同期は513百万円の損失）となりました。また洋紙事業の資産等の譲渡に

伴う特別利益の計上の影響もあり、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,458百万円（前年同期は1,478百万円

の損失）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

ａ.トナー事業

　トナー事業においては、当第３四半期連結累計期間は引き続き市場の需要動向が強く、受注が堅調に推移し

たほか、為替相場の円安傾向も追い風となりました。一方で費用面では2020年９月のトナー米国工場閉鎖に伴

う固定費圧縮効果、及び国内工場の生産量の増加に伴う費用削減効果が現れました。

　この結果、売上高は9,042百万円（前年同期比27.0％増）となり、セグメント（営業）利益は871百万円（前

年同期は477百万円の損失）となりました。

　なお、収益認識会計基準等を適用したことによる影響額は895百万円であり、従来の基準による売上高は

9,937百万円（前年同期比39.6％増）となりました。

ｂ．電子材料事業

　電子材料事業においては、光学フィルム関連の当年度スマートフォン向け光学フィルム案件が第２四半期連

結会計期間をピークに減少したものの、半導体関連事業においては引き続き好調を維持し、前連結会計年度後

半からの販売数量の回復基調が継続しました。

　この結果、売上高は4,566百万円（前年同期比14.2％増）となり、セグメント（営業）利益は829百万円（前

年同期比162.5%増）となりました。

　なお、収益認識会計基準等を適用したことによる影響額は292百万円であり、従来の基準による売上高は

4,858百万円（前年同期比21.5％増）となりました。

ｃ．機能紙事業

　機能紙事業においては、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた前連結会計年度と比較してコロナ禍から

の市況回復がみられたものの、洋紙事業や磁気乗車券販売等の既存事業の縮小が進み、ほぼ前年同期並みの売

上高となりました。また費用面では、2019年12月に実施した７号抄紙機の停機効果などこれまでの構造改革の

効果が発現しました。さらに、当第３四半期連結累計期間は2022年３月に向けた９号抄紙機停機に向けた在庫

の積み増しを行っております。

　この結果、売上高は7,547百万円（前年同期比1.6％増）となり、セグメント（営業）損失は79百万円と、前

年同期の433百万円の損失から赤字幅を縮小しました。
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　なお、収益認識会計基準等を適用したことによる影響額は163百万円であり、従来の基準による売上高は

7,711百万円（前年同期比3.8％増）となりました。

　また、構造改革の一環として洋紙事業における資産等の一部を譲渡しており、当該資産等の譲渡に伴う効果

として200百万円の特別利益を計上しております。

ｄ．セキュリティメディア事業

　セキュリティメディア事業においては、証書類で特需による販売増加があったものの、カード関連、通帳類

等主要製品の需要が引き続き停滞しました。

　この結果、売上高は2,930百万円（前年同期比8.5％減）となり、セグメント（営業）利益は225百万円（前

年同期比94.0%増）となりました。収益認識会計基準等を適用したことによる影響額は15百万円であり、従来

の基準による売上高は2,945百万円（前年同期比8.0％減）となりました。

　なお、第１四半期連結会計期間より日本カード株式会社が連結対象から外れた影響は、売上高が259百万円

減少し、営業利益は20百万円改善しました。

e．新規開発事業

　新規開発事業においては、主にiCas関連製品の開発を鋭意進める中で、引き続き新製品上市が継続しており

ます。

　この結果、売上高は65百万円（前年同期比47.9％増）となり、セグメント（営業）損失は328百万円（前年

同期は277百万円の損失）となりました。

f．その他の事業

　その他の事業においては、売上高は101百万円（前年同期比3.0％増）となり、セグメント（営業）利益は86

百万円（前年同期比129.0％増）となりました。

 

②財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は42,318百万円で、前連結会計年度末に比べ1,659百万円の増

加となりました。流動資産は20,380百万円で、前連結会計年度末に比べ1,898百万円の増加となり、その主な要

因は現金及び預金が増加したことに加え、前連結会計年度後半から改善した受注状況が引き続き継続しているこ

とで製品などの棚卸資産が増加したことなどによるものです。固定資産は21,937百万円で、前連結会計年度末に

比べ238百万円の減少となり、その主な要因は持分法適用関連会社の業績好調により投資有価証券が前連結会計

年度末に比べ増加したものの、経年による減価償却により有形固定資産が減少したことなどによるものです。

負債合計は25,213百万円で、前連結会計年度末に比べ131百万円の減少となりました。流動負債は16,459百万

円で、前連結会計年度末に比べ607百万円の増加となり、その主な要因は短期借入金や１年内返済予定の長期借

入金などが減少したものの、生産量の増加に伴う原材料仕入の増加などにより支払手形及び買掛金が増加したこ

となどによるものです。固定負債は8,753百万円で、前連結会計年度末に比べ738百万円の減少となり、その主な

要因は長期借入金の減少（１年内返済予定の長期借入金への振替）があったことなどによるものです。なお、当

第３四半期連結会計期間末における借入金残高は11,572百万円と、前連結会計年度末に比べ2,048百万円の減少

となりました。

また、純資産は17,105百万円で、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上があったことなどから前連結会計

年度末に比べ1,791百万円の増加となりました。

 

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（３）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、400百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（６）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更

はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

Ａ種優先株式 2,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数(株)
（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,389,406 10,389,406
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

Ａ種優先株式 2,000,000 2,000,000 非上場
単元株式数

１株

計 12,389,406 12,389,406 － －

　（注）　Ａ種優先株式の内容は、以下のとおりです。

１．剰余金の配当

(1)優先配当金

当会社は、剰余金の配当を行うときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は記録さ

れたＡ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以

下、Ａ種優先株主と併せて「Ａ種優先株主等」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」

という。）又は普通株主の登録株式質権者（以下、普通株主と併せて「普通株主等」という。）に先立ち、法

令の定める範囲内において、Ａ種優先株式１株につき下記１．(2)に定める額の剰余金（以下「優先配当金」と

いう。）の配当を行う。但し、当該剰余金の配当に係る基準日が属する事業年度と同一の事業年度に属する日

を基準日として、当会社が当該剰余金の配当に先立ちＡ種優先株主等に対して剰余金の配当（下記(3)に定める

累積未払優先配当金に係る剰余金の配当を除く。）を行ったときは、かかる剰余金の配当の合計額を控除した

額の剰余金の配当を行う。

(2)優先配当金の額

ある事業年度におけるＡ種優先株式１株当たりの優先配当金の額は、払込金額相当額に5.00％を乗じて算出

される額とする。但し、2021年３月末日に終了する事業年度については、払込期日から2021年３月末日までの

期間の実日数につき、１年を365日として日割計算を行うものとし、除算は最後に行い、円位未満は小数点以下

第４位まで算出し、その小数点以下第４位を四捨五入する。

(3)累積条項

ある事業年度に属する日を基準日としてＡ種優先株主等に対して行う１株当たりの剰余金の配当の総額が、

当該事業年度における優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、当該事業年度（以下「不足事業年

度」という。）に係る定時株主総会（以下「不足事業年度定時株主総会」という。）の翌日（同日を含む。）

以降、実際に支払われた日（同日を含む。）まで、不足事業年度の翌事業年度以降の各事業年度において、年

率5.00％で１年毎の複利計算により（但し、１年目は不足事業年度定時株主総会の翌日（同日を含む。）から

不足事業年度の翌事業年度の末日（同日を含む。）までとする。）累積する。なお、当該計算は、１年を365日

とした日割計算により行うものとし、除算は最後に行い、円位未満は小数点以下第４位まで算出し、その小数

点以下第４位を四捨五入する。累積した不足額（以下「累積未払優先配当金」という。）については、当該翌

事業年度以降、優先配当金及び普通株主等に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優先株主等に対して配当す

る。なお、複数の事業年度に係る累積未払優先配当金がある場合は、古い事業年度に係る当該累積未払優先配

当金から先に配当される。また、かかる配当を行う累積未払優先配当金相当額に、Ａ種優先株主等が権利を有

するＡ種優先株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

(4)非参加条項

当会社はＡ種優先株主等に対して優先配当金及び累積未払優先配当金の合計額を超えて剰余金の配当を行わ

ない。但し、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロ

に規定される剰余金の配当又は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第１項第12号ロ若しくは

同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当については、この限りではない。

２．残余財産の分配
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(1)残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主等に対して、普通株主等に先立ち、Ａ種優先株式１株

当たり、下記２．(2)に定める金額を支払う。

(2)残余財産分配額

Ａ種優先株式１株当たりの残余財産分配額（以下「残余財産分配額」という。）は、1,000円に残余財産の分

配が行われる日における累積未払優先配当金に相当する金額を加えた金額とする。なお、残余財産分配額に、

Ａ種優先株主等が権利を有するＡ種優先株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は

切り捨てる。

(3)非参加条項

Ａ種優先株主等に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

３．議決権

(1)Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。

(2)当会社が、会社法第322条第１項各号に定める行為をする場合においては、法令に別段の定めがある場合を除

き、Ａ種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

４．金銭を対価とする取得請求権（償還請求権）

(1)償還請求権の内容

Ａ種優先株主等は、払込期日以降いつでも、当会社に対して金銭を対価としてＡ種優先株式の全部又は一部

を取得することを請求（以下「償還請求」という。）することができる。この場合、当会社は、Ａ種優先株式

１株を取得するのと引換えに、当該償還請求の日（以下「償還請求日」という。）における会社法第461条第２

項所定の分配可能額を限度として、法令上可能な範囲で、当該償還請求の効力が生じる日に、当該Ａ種優先株

主等に対して、下記４．(2)に定める金額（以下「償還価額」という。）の金銭を交付する。なお、償還請求日

における分配可能額を超えて償還請求が行われた場合、取得すべきＡ種優先株式は、抽選又は償還請求が行わ

れたＡ種優先株式の数に応じた比例按分その他の方法により当会社の取締役会において決定する。

(2)償還価額

Ａ種優先株式１株当たりの償還価額は、基本償還価額（以下に定義する。）に、累積未払優先配当金及び償

還請求の効力が生じる日を日割計算基準日（以下に定義する。）とする優先配当金日割計算額（以下に定義す

る。）を加えた金額とする。なお、Ａ種優先株式１株当たりの償還価額に、Ａ種優先株主等が権利を有するＡ

種優先株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。「基本償還価額」と

は、以下の算式によって算出される額をいう。

（基本償還価額算式）

基本償還価額＝1,000円×償還係数

上記における「償還係数」とは、「償還請求の効力が生じる日」の属する次に掲げる各事業年度について、当

該事業年度に対応する係数をいう。

「償還請求の効力が生じる日」の属する事業年度                             係数

(ⅰ)2021年及び2022年の各３月末日に終了する事業年度：                    1.045

(ⅱ)2023年３月末日に終了する事業年度：                                  1.082

(ⅲ)2024年３月末日に終了する事業年度：                                  1.111

(ⅳ)2025年３月末日に終了する事業年度：                                  1.134

(ⅴ)2026年３月末日に終了する事業年度：                                  1.151

(ⅵ)2027年３月末日に終了する事業年度：                                  1.162

(ⅶ)2028年３月末日に終了する事業年度：                                  1.173

(ⅷ)2029年３月末日に終了する事業年度：                                  1.200

(ⅸ)2030年３月末日に終了する事業年度：                                  1.227

(ⅹ)2030年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度：                  1.255

「日割計算基準日」とは、償還請求又は強制償還（下記５．に定義する。）に従ってＡ種優先株式を取得す

る日をいう。

「優先配当金日割計算額」とは、日割計算基準日の属する事業年度の末日を基準日として支払われるべき優

先配当金の額に、当該事業年度の初日（同日を含む。）から日割計算基準日（同日を含む。）までの期間の実

日数につき、１年を365日として日割計算により算出される金額（除算は最後に行い、円位未満は小数点以下第

４位まで算出し、その小数点以下第４位を四捨五入する。）（但し、当該事業年度における日割計算基準日よ

り前の日を基準日としてＡ種優先株主等に対し剰余金を配当したとき（当該事業年度より前の事業年度に係る

累積未払優先配当金の配当を除く。）は、その額を控除した金額とする。）をいう。

(3)償還請求受付場所

東京都中央区京橋二丁目１番３号

株式会社巴川製紙所

EDINET提出書類

株式会社巴川製紙所(E00650)

四半期報告書

 7/23



(4)償還請求の効力発生

償還請求の効力は、償還請求書が償還請求受付場所に到着した時又は償還請求書に記載された効力発生希望

日のいずれか遅い時点に発生する。

５．金銭を対価とする取得条項（強制償還）

当会社は、払込期日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日（以下「強制償還日」という。）の到

来をもって、Ａ種優先株主等の意思にかかわらず、当該強制償還日における分配可能額を限度として、Ａ種優

先株主等に対して、償還価額（但し、上記４．(2)に規定する償還価額の定義における「償還請求の効力が生じ

る日」を「強制償還日」と読み替えて計算する。）に相当する金額を交付するのと引換えに、Ａ種優先株式の

全部又は一部を取得することができる（この規定によるＡ種優先株式の取得を「強制償還」という。）。な

お、一部取得を行うにあたり、取得するＡ種優先株式は、抽選又は比例按分により当会社の取締役会において

決定する。

６．株式の分割、併合等

(1)当会社は、Ａ種優先株式について株式の分割又は株式の併合を行わない。

(2)当会社は、Ａ種優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を

与えない。

(3)当会社は、Ａ種優先株主には、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

７．譲渡制限

譲渡によるＡ種優先株式の取得については、当会社の取締役会の承認を要する。

８．株式の種類ごとに異なる数の単元株式数の定め

普通株式の単元株式数は100株であります。Ａ種優先株式には議決権が無いため、単元株式数は１株としてお

ります。

９．議決権の有無又はその内容の差異

普通株式は、株主としての権利内容に制限のない株式であります。Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのあ

る場合を除き、株主総会において、議決権を有しません。これは、資本増強にあたり、既存の株主への影響を

考慮したためであります。なお、Ａ種優先株主は配当金や残余財産の分配について優先権を有しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金
残高(百万円)

2021年10月１日～

2021年12月31日
－ 12,389,406 － 2,122 － 531

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株

式
2,000,000 －

（１）［株式の総数

等］に記載のとおり

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

－ －
普通株式 169,100

（相互保有株式）

普通株式 261,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,948,100 99,481 －

単元未満株式 普通株式 10,506 －
１単元(100株)未満

の株式

発行済株式総数  12,389,406 － －

総株主の議決権  － 99,481 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式92株が含まれております。
 

②【自己株式等】

    2021年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

㈱巴川製紙所

東京都中央区京橋

２－１－３
169,100 － 169,100 1.36

（相互保有株式）

昌栄印刷㈱

大阪府大阪市生野

区桃谷１－３－23
261,700 － 261,700 2.11

計 － 430,800 － 430,800 3.47

　（注）　株主名簿上当社名義になっている株式は全て実質的に所有しております。
 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,060 4,566

受取手形及び売掛金 6,853 6,814

製品 5,241 5,807

仕掛品 55 60

原材料及び貯蔵品 1,652 2,119

その他 649 1,030

貸倒引当金 △30 △17

流動資産合計 18,482 20,380

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,978 4,740

機械装置及び運搬具（純額） 3,778 3,706

土地 5,461 5,464

その他（純額） 2,319 2,350

有形固定資産合計 16,538 16,262

無形固定資産 537 422

投資その他の資産   

投資有価証券 4,652 4,818

その他 512 503

貸倒引当金 △65 △69

投資その他の資産合計 5,099 5,252

固定資産合計 22,176 21,937

資産合計 40,658 42,318

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,007 6,496

短期借入金 ※１,※２ 5,347 ※１,※２ 4,360

１年内返済予定の長期借入金 2,524 2,256

未払法人税等 124 232

賞与引当金 389 153

その他 2,458 2,960

流動負債合計 15,852 16,459

固定負債   

長期借入金 5,749 4,956

退職給付に係る負債 1,835 1,807

役員退職慰労引当金 293 285

その他 1,613 1,704

固定負債合計 9,492 8,753

負債合計 25,344 25,213
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,122 2,122

資本剰余金 5,470 3,249

利益剰余金 3,122 6,807

自己株式 △377 △288

株主資本合計 10,338 11,892

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 288 246

為替換算調整勘定 △107 120

退職給付に係る調整累計額 979 837

その他の包括利益累計額合計 1,160 1,203

非支配株主持分 3,814 4,009

純資産合計 15,313 17,105

負債純資産合計 40,658 42,318
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 21,893 24,254

売上原価 18,805 19,130

売上総利益 3,087 5,124

販売費及び一般管理費 3,768 3,482

営業利益又は営業損失（△） △681 1,641

営業外収益   

受取利息 8 2

受取配当金 71 69

持分法による投資利益 154 335

その他 ※１ 207 ※１ 185

営業外収益合計 441 594

営業外費用   

支払利息 182 126

その他 91 116

営業外費用合計 273 242

経常利益又は経常損失（△） △513 1,992

特別利益   

関係会社株式売却益 － 54

商標権譲渡益 － 200

その他 31 24

特別利益合計 31 278

特別損失   

固定資産除却損 7 21

減損損失 65 19

関係会社事業構造改革費用 ※２ 527 －

その他 6 2

特別損失合計 606 44

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
△1,088 2,227

法人税、住民税及び事業税 112 369

法人税等調整額 123 168

法人税等合計 235 537

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,324 1,689

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
△1,478 1,458

非支配株主に帰属する四半期純利益 154 231

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 124 △60

為替換算調整勘定 111 308

退職給付に係る調整額 △19 △142

その他の包括利益合計 217 106

四半期包括利益 △1,106 1,795

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,308 1,501

非支配株主に係る四半期包括利益 201 293
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度において連結子会社であった日本カード株式会社は、当社及び当社の連結子会社が保有する同

社の全株式を売却したことに伴い、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。収益認識会

計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

 

(1) 代理人取引に係る収益認識

　従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供

における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額

を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。

 

(2) 支給元が買戻し義務を負う有償支給取引に係る収益認識

　従来は、支給元から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、支給元が買戻し義務を負う有

償支給取引においては、支給元から受け取る額から支給品の対価として支給元に支払う額を控除した純額で収

益を認識する方法に変更しております。また、当社グループに残存する支給品は棚卸資産として認識しないこ

とといたしました。

 

(3) 当社グループが買戻し義務を負う有償支給取引に係る収益認識

　有償支給取引において、従来は有償支給した原材料等について消滅を認識しておりましたが、当社グループ

が買戻し義務を負う有償支給取引においては、有償支給した原材料等について消滅を認識しない方法に変更し

ております。なお、当該取引において支給品の譲渡に係る収益は認識しておりません。

 

(4) 輸出販売に係る収益認識

　輸出販売において、従来は、主に船積日に収益を認識しておりましたが、製品の支配が顧客に移転した時点

で収益を認識する方法に変更したことにより、従来からの船積日に加え、一部の輸出販売については製品を顧

客に引き渡した時点で収益を認識することといたしました。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、

収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに

従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、利益剰余金の当期首残高への影響はありませんが、当第３四半期連結累計期間の売上高が1,366百万

円、売上原価が1,355百万円、営業利益が10百万円、営業外収益が1百万円それぞれ減少し、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益がそれぞれ12百万円減少しております。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載して

おりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える

影響はありません。
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（追加情報）

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創

設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた

項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実

務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ

いて、改正前の税法の規定に基づいております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　コミットメントライン契約

　当社においては運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

の契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
5,000百万円 5,000百万円

借入実行残高 300 1,450

差引額 4,700 3,550

 

 

※２　財務制限条項

　「※１」の契約には下記の財務制限条項等が付されており、特定の条項に抵触した場合、その条項に該当する借入先

に対し借入金を一括返済することになっております。

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2021年12月31日）

①2021年３月期末日における連結貸借対照表に示される

純資産の部の金額を、2020年３月期末日における連結

貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％

に相当する金額以上に維持すること。

 

②2021年３月期第２四半期末日における連結貸借対照表

に示される純資産の部の金額を、2020年３月期第２四

半期会計期間の末日における連結貸借対照表に記載さ

れる純資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上

に維持すること。

①2022年３月期末日における連結貸借対照表に示される

純資産の部の金額を、2021年３月期末日における連結

貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％

に相当する金額以上に維持すること。

 

②2022年３月期第２四半期末日における連結貸借対照表

に示される純資産の部の金額を、2021年３月期第２四

半期会計期間の末日における連結貸借対照表に記載さ

れる純資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上

に維持すること。
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（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　雇用調整助成金

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、休業を実施したことにより支給した休業手当について、雇用調

整助成金の特例措置の適用を受け、助成金の支給見込み額544百万円のうち441百万円を売上原価、販売費及び

一般管理費の給料手当から控除し、超過見込額103百万円を雇用調整助成金として営業外収益に計上しており

ます。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、休業を実施したことにより支給した休業手当について、雇用調

整助成金の特例措置の適用を受け、助成金の支給見込み額199百万円のうち148百万円を売上原価、販売費及び

一般管理費の給料手当から控除し、超過見込額50百万円を雇用調整助成金として営業外収益に計上しておりま

す。

 

※２　関係会社事業構造改革費用

前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

当社は、2020年７月15日開催の取締役会において、当社グループのトナー製造・販売会社の一つである連

結子会社のTOMOEGAWA(U.S.A.)INC.（以下、「TUI」）の組織再編を行い、当社グループの販売体制の強化と効

率向上を目的にトナー販売会社として事業活動を継続し、同社におけるトナー生産は2020年９月30日に終了

し、その生産工程を当社及び中国の２生産拠点に移管することで、当社グループの黒色トナー生産体制の最適

化を図ることを決定いたしました。

同社におけるトナー生産の終了に伴い、当第３四半期連結累計期間に発生した生産設備に係る減損損失及

び撤去費用並びに特別退職金を関係会社事業構造改革費用として特別損失に計上いたしました。

その内訳は次のとおりであります。

減損損失（注） 451百万円

撤去費用  34

特別退職金  41

　計 527

（注）減損損失は、次のとおりであります。

用途 場所 種類

生産設備 米国　イリノイ州 機械装置及び運搬具、建設仮勘定

当社グループは、継続的に収支の把握を行っている各事業を基準とした管理会計上の区分に従って資産を

グルーピングしており、賃貸不動産及び遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを行っておりま

す。

2020年７月15日開催の当社の取締役会においてTUIにおけるトナー生産の終了を決定したことにより、生産

設備の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を関係会社事業構造改革費用として特別損失に計上し

ました。

その内訳は、機械装置及び運搬具444百万円、建設仮勘定7百万円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は主として鑑定評価額によ

り評価しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

減価償却費 1,355百万円 1,287百万円

のれんの償却額 8 8

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日 至　2020年12月31日）
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１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
連結財務
諸表
計上額
（注）３

 
トナー
事業

電子材料
事業

機能紙
事業

セキュリ
ティ
メディア
事業

新規開発
事業

計

売上高           

外部顧客への

売上高
7,120 3,997 7,430 3,201 44 21,794 98 21,893 － 21,893

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 323 21 － 344 433 777 △777 －

計 7,120 3,997 7,753 3,223 44 22,139 532 22,671 △777 21,893

セグメント利益

又は損失（△）
△477 316 △433 116 △277 △757 37 △719 38 △681

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流サービス等を含んでお

ります。

２．セグメント利益又は損失の調整額38百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　当第３四半期連結累計期間に、「トナー事業」において451百万円の減損損失を計上しております。

　なお、上記金額は、特別損失の関係会社事業構造改革費用に含まれております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
連結財務
諸表
計上額
（注）３

 
トナー
事業

電子材料
事業

機能紙
事業

セキュリ
ティ
メディア
事業

新規開発
事業

計

売上高           

日本 1,845 2,862 7,164 2,930 65 14,868 101 14,970 － 14,970

中国（香港含む） 3,097 175 68 － － 3,341 － 3,341 － 3,341

その他のアジア 775 1,496 265 － － 2,537 － 2,537 － 2,537

欧州 2,627 1 5 － － 2,634 － 2,634 － 2,634

北米 405 29 44 － － 479 － 479 － 479

その他 290 － － － － 290 － 290 － 290

顧客との契約から

生じる収益
9,042 4,566 7,547 2,930 65 24,152 101 24,254 － 24,254

外部顧客への売上

高
9,042 4,566 7,547 2,930 65 24,152 101 24,254 － 24,254

セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － 580 42 － 623 512 1,136 △1,136 －

計 9,042 4,566 8,128 2,973 65 24,776 614 25,390 △1,136 24,254

セグメント利益又は

損失（△）
871 829 △79 225 △328 1,519 86 1,605 35 1,641

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流サービス等を含んでお

ります。

２．セグメント利益又は損失の調整額35百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首より収益認識会計基準等を適用し、収益認

識に関する会計処理の方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しており

ます。

　当該変更により、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間の「トナー事業」の売上高は895百万円、

セグメント利益は１百万円、「電子材料事業」の売上高は292百万円、セグメント利益は6百万円、「機能紙事

業」の売上高は163百万円、セグメント利益は1百万円、「セキュリティメディア事業」の売上高は15百万円そ

れぞれ減少しております。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報は記載

しておりません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
△147.56円 144.04円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失（△）（百万円）
△1,478 1,458

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（百万円）

△1,478 1,458

普通株式の期中平均株式数（株） 10,019,636 10,126,800

（注）１　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　 （株式交換による日本理化製紙株式会社の完全子会社化）

当社は、2022年１月21日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社とし、当社の連結子会社である日

本理化製紙株式会社（以下、「日本理化」）を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」）を実

施することを決議し、同日付で両社の間で株式交換契約（以下、「本株式交換契約」）を締結いたしました。

 

(1) 本株式交換の目的

日本理化は、粘接着技術、塗工・加工技術を柱として、ガムテープ、圧着紙、封筒用両面テープを主力とした梱包

関連製品等の製造・加工・販売を営む会社であり、糊合成からの一貫ラインによるコスト競争力を強みに高いシェア

を維持し、当社グループの機能紙事業を構成しています。

当社は、当事業年度を初年度とする５ヶ年の第８次中期経営計画に基づき、当社グループの企業価値最大化を進め

ており、今後、補完関係にある相互の製造設備の有効活用並びに当社グループの粘接着技術及び塗工・加工技術の強

化によるシナジー効果の具現化を加速するとともに、当社グループ経営の機動性を更に高めるため、同社を完全子会

社とすることといたしました。

 

(2) 本株式交換の方法及び内容

① 本株式交換の方法及び効力発生日

本株式交換は、当社を株式交換完全親会社、日本理化を株式交換完全子会社とする株式交換であり、当社におい

ては会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式交換の手続により当社の株主総会の決議による承認を受けること

なく行い、また、日本理化においては、2022年２月22日開催予定の臨時株主総会において本株式交換契約の承認を

受けた上で、2022年４月１日を効力発生日として行う予定です。
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② 本株式交換に係る割当ての内容

 
当社

（株式交換完全親会社）
日本理化

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当比率 １ 0.92

本株式交換により交付する株式数 当社の普通株式：150,880株（予定）
 
（注）日本理化の普通株式１株に対して、当社普通株式0.92株を割当交付します。ただし、連結子会社である昌栄印

刷株式会社及び三和紙工株式会社が所有する日本理化の普通株式（提出日現在所有する370,000株）については、

本株式交換の効力発生前までの間に、日本理化が自己株式として取得し、消却する予定です。また、当社が所有

する日本理化の普通株式（提出日現在所有する1,466,000株）については、本株式交換による株式の割当ては行い

ません。なお、割当交付する当社普通株式には、当社が保有する自己株式を充当する予定であり、新株式の発行

は行わない予定です。

③ 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠

当社及び日本理化は、本株式交換に係る割当比率（以下、「本株式交換比率」）の算定に当たって、公正性・妥

当性を確保するため、両社から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼し、提出を受けた株式交換比

率の算定結果を参考に、両社の財務状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、両社間で協

議し、本株式交換比率により本株式交換を行うことといたしました。

なお、本株式交換比率は、本株式交換契約に従い、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両

社間で協議の上変更することがあります。

 

(3) 実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成31年１月16日）に基づき、共通支配下の取

引等として処理する予定であります。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

   2022年２月14日
     

株式会社巴川製紙所     

取締役会　御中     

   

     

 有限責任 あずさ監査法人
 東京事務所
     

     
     

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 古 山 　和 則  

     

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 梶 原 　崇 宏  

     
 
監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社巴
川製紙所の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から
2021年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社巴川製紙所及び連結子会社の2021年12月31日現在の
財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が
全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを
行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査
人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社
から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎
となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連
結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ
いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四
半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ
ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら
れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー
報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財
務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが
求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作
成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連
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結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していな
いと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監
査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独
で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発
見事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード
を講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

 
以　　上

 
　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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